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PRONI株式会社



貸借対照表
令和6年12月31日 現在

PRONI株式会社 （単位：千円）

資産の部 負債の部

【新株予約権】

科目 金額 科目 金額

【流動資産】 1,561,061 【流動負債】 526,474 

　現金及び預金 1,234,554 125,787 

　売掛金 255,973 　未払金 185,447 

　貯蔵品 89 　未払費用 47,702 

　前渡金 1,962 　未払法人税等 530 

　前払費用 78,680 　未払消費税等 64,064 

　その他 9,989 　賞与引当金 49,245 

　貸倒引当金 △20,188 　前受金 32,556 

　預り金 21,141 

【固定資産】 210,437 【固定負債】 581,816 

有形固定資産 32,263 　長期借入金 581,420 

　建物附属設備 27,172 　その他 396 

　構築物 310 負債合計 1,108,291 

　工具、器具及び備品 4,780 純資産の部

【株主資本】 652,510 

【投資その他の資産】 178,174 　資本金 100,000 

　長期前払費用 68 　資本剰余金 833,636 

　破産更生債権等 1,843 　　その他資本剰余金 833,636 

　繰延税金資産 113,402 　利益剰余金 △281,125 

　その他 64,703 　　その他利益剰余金 △281,125 

　貸倒引当金 △1,843 　　　繰越利益剰余金 △281,125 

　　　（当期純損失） (△270,464)

10,696 

純資産合計 663,207 

資産合計 1,771,498 負債及び純資産合計 1,771,498 

　1年以内返済長期借入金



​個　別　注　記　表​
​自　令和 6年 1月 1日　　至　令和 6年12月31日​

​PRONI株式会社​

​I.​ ​重要な会計方針に係る事項に関する注記​
​1.​ ​固定資産の減価償却の方法​

​(1)​ ​有形固定資産​
​定率法を採用しております。ただし、平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備及び​
​構築物については定額法を採用しております。​

​2.​ ​引当金の計上基準​
​(1)​ ​貸倒引当金​

​売上債権、金銭債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績繰入​
​率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しております。​

​(2)​ ​賞与引当金​
​従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度の負担すべき額を​
​計上しております。​

​3.​ ​収益及び費用の計上基準​
​初期費用売上は、サービスの利用を開始する際のシステムへの登録やサービス内容の説明、​

​受注者機能の提供に応じて発生するものであり、契約期間に応じて履行義務が充足されるた​
​め、当該期間で収益を認識しております。取引の対価は、契約条件に従い契約締結が完了した​
​月の月末から概ね１か月で支払いを受けており、その対価の金額に重要な金融要素は含まれて​
​おりません。​

​紹介手数料の月額課金は、パートナーに当該プラットフォームを利用した発注案件の受注機​
​会を提供するサービスであり、各プランごとの紹介契約の契約期間に応じて履行義務が充足さ​
​れるため、当該期間で収益を認識しております。収益として認識される金額は月次で請求して​
​おり短期のうちに回収しているため、重要な金融要素は含まれておりません。​

​紹介手数料の従量課金は、パートナーに当該プラットフォームを利用した発注案件の受注機​
​会を提供するサービスであり、受注機会の提供を履行義務として認識しており、その件数に応​
​じて収益を認識しております。​

​紹介手数料の追加オプション(月額課金)は、紹介契約を締結したパートナーに対して提供す​
​る紹介支援サービスであり、オプション機能の契約期間に応じて履行義務が充足されるため、​
​当該期間で収益を認識しております。収益として認識される金額は月次で請求しており、短期​
​のうちに回収しているため、重要な金融要素は含まれておりません。​

​紹介手数料の追加オプション(都度課金)は、紹介契約期間内のパートナーに対して該当のオ​
​プション内容を提供するサービスであり、オプションサービスの提供を履行義務として認識し​
​ており、その件数に応じて収益を認識しております。​

​掲載費用は、パートナーの商品及びサービス役務の広告宣伝を目的とした記事又は図版を掲​
​載するサービスであり、掲載契約の契約期間に応じて履行義務が充足されるため、当該期間で​
​収益を認識しております。収益として認識される金額は月次で請求しており、短期のうちに回​
​収しているため、重要な金融要素は含まれておりません。​

​成約手数料は、パートナーの当該プラットフォームを利用した発注案件成立に対して発生す​
​る手数料であり、案件発注者からパートナーへの支払金額が確定した時点で収益を認識してお​
​ります。​

​II.​ ​収益認識に関する注記​
​(1)​ ​収益を理解するための基礎となる情報​

​「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に​
​記載のとおりであります。​



​III.​ ​株主資本等変動計算書に関する注記​
​1.​ ​当事業年度末における発行済株式総数　　413,256株​

​普通株式　　　　224,725株​
​A種優先株式　　 21,970株​
​B種優先株式　　 75,027株​
​C種優先株式　　 91,534株​

​IV.​ ​一株当たり情報に関する注記​
​1.​ ​一株当たり純資産額　　　　△10,334円6銭​
​2.​ ​一株当たり当期純利益　　  △654円47銭​


